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研究成果の概要（和文）：本研究は、生活保護受給者支援における生活保護現業員と保健師の連携・協働の実態
を明らかにすることを目的とし、東北地方の市でインタビュー調査を実施した。今回の対象では生活保護部門に
保健師を配置している組織、保健師を生活保護現業員として配置している組織、生活保護部門と保健部門との連
携・協働で受給者支援を行っている組織があった。連携・協働が求められる事例として精神障害や母子保健など
複雑な事例が挙げられた。連携・協働には部門間の関係性構築が重要でこれらは異動や体制で変化するものでも
あった。連帰依・協働を促進するためにすぐに応じようと意識していた。今後は相互理解と情報共有の仕組みづ
くりが求められる。

研究成果の概要（英文）：This study, conducted in a city in Japan’s Tohoku region, aimed to clarify 
the current state of cooperation between caseworkers at social health offices and public health 
nurses .Interviews were conducted with organizations where public health nurses are assigned to 
social health offices, serve as caseworkers, or collaborate between welfare and health departments. 
Cases involving mental health or maternal and child care were cited as requiring especially close 
coordination. Building interdepartmental relationships was seen as key to collaboration, though such
 relationships are affected by personnel and system changes. Participants emphasized the importance 
of timely responses to promote cooperation. Establishing mechanisms for mutual understanding and 
information sharing will be essential in the future.

研究分野：公衆衛生看護
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
生活保護受給者が抱える健康問題が複雑困難化している状況から、単独部門だけでの対応は難しく、効果的な連
携・協働が実態から、それぞれの部門に期待される役割や両部門で関わるメリットは大きく、生活保護受給支援
の質が高まることが期待できる。また生活保護現業員、保健師ともに支援に受給者支援に携わる支援者側の疲弊
が課題であり、本研究成果が示す役割の明確化や相互理解の促進は支援者の精神的な負担軽減や離職防止にも寄
与すると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

2016年の被保護者調査によると生活保護受給世帯の 51.4％が高齢者世帯、26.4％が障害者・
傷病者世帯であり、生活保護受給者は経済的問題に加え、加齢や疾病による身体的、精神的問題
を抱えており、さらに人間関係のトラブルや社会的孤立を深めるなど複雑困難化した事例が増
加し、支援者の疲弊が問題となっている。 

2014年の生活保護法改正により、健康・生活面等に着目した支援が強化され、さらに 2018年
の生活保護法改正では被保護者健康管理支援事業が創設され、保健師等の保健医療専門職によ
る支援が求められている。 
生活保護受給者の支援に際して生活保護現業員と保健師等が連携・協働しチームで対応する
ことが求められ、双方の持つ役割、機能を発揮し複合的な支援を展開し問題解決に当たることが
必要である。 
現場の連携・協働の状況として「病気のことは保健師さんが入ってくれると安心」「生活保護
現業員さんが言ってくれたから病院受診につながった」など双方の強みを活かした支援で生活
保護現業員、保健師が一体感をもって支援にあたっている成功例もあれば、生活保護現業員側か
らは「生活保護受給者というだけで何でも生活保護に押し付けられる」という声、保健師側から
は「生活保護現業員は制度を楯に何もしてくれない」といった状況も聞かれ、本来協働すべき関
係者で誤解が生まれ連携・協働がうまく機能していない状況が生じる場合もある。 
こういった連携・協働の不調は相互の機能や役割の理解不足が原因となっている。生活保護受
給者の健康レベルの向上という共通の目標に向かい、それぞれが持っている機能を明らかにし、
援助者それぞれが力を発揮できるような話し合いの場が必要である。新たな取り組みは負担が
大きいため、日常的に行われている業務内容を工夫して実施する方が取り組みやすいと考え、本
研究ではケース会議の場に着目した。 
研究者らは自己効力感が生活保護現業員のメンタルヘルス不調の予防要因であることを  
明らかにしている。そしてケース会議の場を活用し自己効力感向上を目的とした介入プログラ
ムを実施し、自己効力感を育てる情報源である成功経験、代理体験、言語的説得の向上が期待で
きる結果であった。 
これらのことから生活保護現業員と保健師の連携・協働を促進し、さらにそれぞれがいい関係
でいきいき仕事ができるような日常的な取り組みが求められると考え、①連携・協働の実態、課
題を把握し、②現在研究者らが実施している自己効力感向上プログラムを改変し、③その効果を
検証することを目的とした。しかし、研究期間中新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡
大により、市町村の保健福祉部門はその対応で疲弊しており、そのような状況下で本研究を実施
することが困難であり、研究進捗に大幅な遅れが生じた。そのため、予定を変更し、生活保護お
よび保健部門の実務責任者（係長級）を対象にインタビュー調査を実施した。 
 
２．研究の目的 
生活保護受給者支援での生活保護現業員、保健師の連携・協働の実態を明らかにすることを目
的とした。 
 
３．研究の方法 
東北地方の福祉事務所を有する市を機縁法で選定し、市に所属する生活保護査察指導員およ
び保健部門の実務者を対象に 2024 年 3 月から 2025 年 1 月にかけて、インタビューガイドを用
いて半構造的インタビュー調査を実施した。インタビューは対面またはオンラインで実施した。 
インタビュー調査では生活保護部門と保健部門が連携・協働で支援している事例について振
り返ってもらい、生活保護部門と保健部門の連携・協働が功を奏した支援事例について、連携・
協働に際して課題、連携・協働する際に意識していること、自身の職場（組織）の強みと課題に
ついて尋ねた。研究対象者の許可を得て録音または録画し、メモをとった。 
分析方法はインタビューの録音データから逐語録を作成した。その後生活保護査察指導員、保
健師に分けて分析をすすめた。連携・協働の実態として組織の状況、連携・協働が求められる事
例、活きた連携・協働、連携・協働の課題について概要を整理した。 
 
４．研究成果 
（１）組織の状況 
今回対象とした施設では、生活保護部門に保健師を配置している組織、保健師を生活保
護現業員として配置している組織、生活保護部門と保健部門との連携・協働で受給者支援
を行っている組織があった。 
生活保護部門に保健師が配置されている組織では、生活保護受給者に対する健康・生活
支援は主に生活保護在籍保健師と生活保護現業員で対応していたが、母子の事例や精神障
害を抱える事例では必要時保健部門との連携・協働で対応していた。 
保健部門との連携・協働で受給者支援を行っている組織でも、同じ建物またはフロアに
生活保護部門と保健部門があること、限られた職員数のため、常に日常的に連携・協働して



対応しているなど組織体制やハード面の影響も伺えた。 
 

（２）連携・協働が求められる事例 
 インタビューから精神障害を抱える事例、母子保健事例、支援経過が長期にわたる事例
が挙げられた。これらの事例では支援に際して、支援者との信頼関係構築が重要であり、病
状、妊娠・出産・育児、世帯の生活歴など状況が変化し、問題が複雑化する中で、今どのよ
うな支援をすべきか、また支援目標をどこにするか悩ましい事例が多い印象であった。こ
れらの事例は一部門では解決が難しく、連携・協働が一層求められていると考える。 
 

（３）活きた連携・協働 
 組織全体として連携・協働しようという風土がもともとある組織もあったが、異動、体制
の変化に伴い関係性の良し悪しが変化することも語られた。過去の支援での連携・協働に
際してのネガティブな対応の影響も伺えた。法律上、対応できないことやそれぞれの部門
の役割の違いからくる支援観の違いなどもあるが、それらは連携・協働していく中で相互
理解を深められる機会ともなる。しかし相談したが応じてもらえなかったなど、連携・協働
の入り口のところでの拒否的な姿勢は溝が深まり関係性構築を大きく後退させるものにな
っている。これらの影響の大きさを感じている支援者ではフットワークを軽く、できるだ
けすぐに応じるような意識をもって支援していた。 
 

（４）連携・協働の課題 
 保健部門の業務が縦割り化し分散配置が進む中で、組織内でも相談の窓口がわかりにく
くなっていること、保護部門に保健師が配置されている場合は、保健師の職能にあった秒
無内容になっているかなどの課題が挙げられた。また支援事例が複雑困難化し、各部門の
業務量も増えている中で、情報共有や調整をタイムリーにスムーズに行えるツールの開発
なども求められる。 
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